
参考資料 1

チーム医療の推進について
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はじめに

本検討会は、平成21年8月に、「チーム医療を推進するため、日本の実情に即した医師と看

護師等との協働・連携の在り方等について検討を行う」ことを目的に発足した。以来、 11回に

わたり、関係者からのヒアリングを行いつつ、検討を重ねてきたが、今般、その結果を報告書と

してまとめるに至つた。今後、厚生労働雀を始めとする関係者がチーム医療を推進してい<上で、

本報告書を参考とすることを強<期待したい。

1.基本的な考え方

○ チーム医療とは、「医療に従事する多種多様な医療スタ ッフが、各長の高い専 P311■ を前提

に、目的と情報を共有し、業務を分担 しつつも互いに連携 。補完 し含い、悪者の状況に的

確に対応 した医療を提供すること」と一般的に理解されている。

○ 員が高 <、 安心・安全な医療を求める悪者・家族の声が高まる一方で、医療の高度イし。

複雑化に伴う業務の贈大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が根本的

にPo5われる今日、「チーム医療」は、我が国の医療の在り方を変え得るキーワー ドとして注

目を集めている。

○ また、各医療スタッフの矢□識 。技術の高度化への取組や、ガイ ドライン・プロ トコール

等を活用 した治療の標準イじの浸透などが、チーム医療を進める上での基盤となり、様々な

医療現場でチーム医療の実践が始まつている。

○ 憲者 。家族とともにより賀の高い医療を実現するためには、 1人 1人の医療スタ ッフの

専 Pヨ性を高め、その専F5性に委ねつつも、これをチーム医療を通 して再統合 してい <、 と

いつた発想の転換が必要である。

○ チーム医療がもたらす具体的な効果としては、(1,疾病の早期発見 。回復促進 。重症イじ予

防など医療・生活の質の向上、②医療の効率性の向上による医療従事者の負担の軽減、C)

医療の標準イじ・組織イじを通 じた医療安全の向上、等が期待される。

○ 今後、チーム医療を推進するためには、(1)各医療スタッフの専門性の向上、121各医療ス

タ ッフの役害」の拡大、131医療スタッフFo3の連携・補完の推進、といつた方向を基本として、

関係者がそれぞれの立場で様なな取組を進め、これを全国に普及させてい<必要がある。

○ なお、チーム医療を進めた結果、一部の医療スタッフに負担が集中 したり、安全性が損

なわれたりすることのないよう注意が必要である。また、我が国の医療の在り方を変えて

い<ためには、医療現場におけるチーム医療の推進のほか、医療機関PB5の役害」翁担・連携

の推進、晰要な医療スタッフの確保、いわゆる総含医を含む専P3医制度の確立、さらには

医療と介護の連携等といつた万向での努力をあわせて重ねてい<こ とが不可欠である。



2二 着議師の役割の拡大

(1)基本方針

○ 蕎護B雨については、あらゆる医療現場において、診察・治療等に関連する業務から患者
の療益生活の支援に至るまで幅広い業務を担い得ることから、いわば「チーム医療のキー

バーソン」として悪者や医師その他の医療スタッフから寄せられる期待は大きい.′

○ 一方で、近年、青護教育の実態は大き<変イししており、大学における蕎護師養成が急贈

するなど教育水準が全体的に高まるとともに、水準の高い看護ケアを提供し得る喬護師
((社 )日 本看護協会が認定を実b笹 している専門青護師 。認定蕎護師11)の増130、 喬il系大

学院の整備の拡大笛により、一定の分野に幽する専FU的な能力を備えた満護8雨ノ〕`急速に育
成されつつある

`)

○ このような状況を踏まえ、チーム医療の推進に資するよう看護師の役害」を拡大するため
には、他の医療スタッフと十翁な連彬1を図るなど、安全性の確保に十分留意しつつ、一人
一人の青護師の能力・経験の差klD行為の難易度等に応じ、
ll)喬護師が自律的に判断できる機会を拡大することもに、
(2)看護師が実施し徒lる行為の 1亀囲を拡大する

との方針により、その能力を最大限に発揮できるような環境を用意する必要がある(,

(2)「包括的指示J__の積極的な活用

○ 保健師助産8雨看護師法 (以下「保助看法」という。)始 37条に規定する医 B市 から蕎護師
への「指示」については、看護師が忠者の状態に応 じて柔軟に対応できるよう、忠者の病

態の変イじを予測 し、その 1亀囲内で看護師が実施すべき行為を一 i舌 して指示すること (包括

的指示)も可能であると解されているが、「包括的指示」が成立するための具体的な要件は

これまで明確にされていない.

○ 今後、看護gTlが自律的に半」断できる機会を拡大するためには、蕎護師の能力等に応 じ、

医師の「包括的指示」を積極的に活用することが不可欠であることから、この際、咆 括的

指示」が十全に成立するための要件を、例えば以下のように明確イじすべきである。

対応可能な患者の範囲が明確にされていること

対応可能な病態の変化の範囲が明確にされていること

指示を受ける者護g市が理解 し得る程度の指示内容 (半」断の規準、処置 。検査・薬斉」の

使用の内容等)が示されていること

に
' 

文」応 OII能な病態の変化の範囲を逸1党 した1易含に、早急に医BIFに連絡を取り、その指示

が受けられる体市Jが整えられていること

○ また、「包括的指示」の実施に当たっては、EII師 と蕎護師との間で指示lA3容の認識に齢配
が生じないよう、原貝」として、指示内容が標準的ブロトコール (具体的な処置・検査・薬

斉」の使用等及びその半」断に関する規準を整理した文書 )、 クリテ ィカルバス (処躍・検査 。

①

②

③



薬斉」の使用等を禽めた詳細な診療計画)等の文書で示されていることが望ましい。さらに、

「包括的指示」による処置等が適切に実行されたかどうか事後的に検証できるよう、その

指示に基づく処置等の内容を記録 。管理してお<ことが重要である。

(3)看護E面の実施可能な

○ 保助看法第 37条により、看護師は、医師の指示がある場合には、自らの業務 (保助者

法第 5条の「診療の補助」)と して医行為を行うことができることとされている。しかし、

実施に当たり高度な医学的判断や技術を要する医行為については、本来医師が自ら行うべ

きものであり、「診療の補助」の範囲を超えていることから、たとえ医師の指示があつたと

しても着護師には行い得ないものと解されている。

○ 個々の医行為が「診療の補助」の範囲に含まれるか否かについては、当該行為の難易度、

看護教育の程度、医療用機材の開発の程度等を総含的に勘案し、社会通念に照らして半」断

されるものであり、従来、厚生労lpl省 は、折々の状況に応じ「診療の補助」の範囲に関す

る見解を明らかにしてきた。最近では、平成 14年に静脈注射、平成 19年に薬剤の投与

量の調節等が「診療の補助」の範囲に倉まれることを示している。

○ もつとも、これら以外の医行為についても「診療の補助」の範囲に含まれているかどう

かがなお不明確なものが多<、 その結果、医療現場に混舌tを招いているとの指摘がある。

また、医療技術の進歩や看護教育の水準の全体的な向上を受けて、看護師が能力を最大限

に発揮し得るよう、実施可能な行為の範囲をさらに拡大することが期待されている。

○ このため、着護師が「診療の補助」として安全に実施することができる行為の範囲を拡大

する方向で明確化することが適当であり、その具体化に必要な看護業務に関する実態調査

や試行等を早急に実施すべきである。

(4)行為拡大のための新たな枠組みの構築 __

○ 上記のように、まずは看護師により実施可能な行為の範囲を拡大 。明確イじする方向で取

り組むことが求められているが、さらに、近年、一定の医学的教育 。実務経験を前提に専

門的な臨床実践能力を有する者護師の養成が急速に進みつつあり、その能力を医療現場で

最大限に発揮させることが期待されている。

○ こうした期待に応え、医療の安全と憲者の安心を十翁に確保しつつ、薔護師の専門性を

活かして医療サービスの質や患者の QOLをよリー層向上させるためには、看護8市により

実施することが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育 。実務経験を前提

に専門的な臨床実践能力を有する着護師 (以下「 1寺定看護師」(仮称)という。)が、従来、

一般的には「診療の補助」に含まれないものと理解されてきた一定の医行為 (以下「特定

の医行為」という。「別紙」参照)を医師の指示を受けて実施できる新たな枠組みを構築す

る必要がある。

○ この枠組みの構築に当たつては、特に、「1寺定の医行為」の範囲やI13定着護師 (仮称)の



要件をどう定めるかが重要となるが、これらの点については、医療現場や養成現場の関係
者等の協力を得て専F9的 。実証的な副」査 `検討を行つた上で決定する嚇要がある。また、

1き定着護師 (仮称)の養成の状況が不鴫確な中では、現場の混舌しをできるだ |サ 少な<して
い<よ うな配慮も必要である。

○ したがって、当面、現行の保 BJ」看法の下において、医療安全の確保に十分留意 しながら、

特定蕎護師 (仮称)が特定の医行為を実施することを原興」とする内容の試行を行うことが

適当である。また、この試行の中で、特定看護師 (ll■称)以外の看護師によっても安全に

実施 し得ると半」断される行為があるかどうかも含わせて検証することが望ましい。その上

で、試行の結果を速やかに検証 し、医療安全の確保の観点から法市」イじを視野に入れた具体

的な l苦置を講 じるべきである (,

○ また、医師の 1旨示を受けずに診療行為を行う「す―スプラクテ ィショナー」(NP)に つ

いては、医 8雨の指/1Nを受けて「診療の補助」行為を行う喬護師・特定喬護師 (仮称)とは

異なる性格を有 しており、その導入の必要性を含め基本的な論点について慎重な検討が賭

要である。さらに、いわゆる「フィジシャン・アシスタン ト」(PA)については、喬 i笙師
11の業務拡大の lrla陶 貧1を踏まえつつ、タト科医を巡る様々な課購1(タト利医の業務負担、処遇、

専門医益成システム等‐)の一環として、引き続き検討することが望まれる (,

○ なお、一部の委員から、「特定の医行為は特定看 i笙師 (ll■称)しか実施できないとした

場合には、医療現場が混舌しするおそれがある」として、特定看護師 (lly称 )の増入につい

て3螢い懸念が表明された .,

(5)専門的な臨床実践能力の確認

○ 特定蕎護師 (仮称)には、その業務の性格に照らし、看護 8市 としての豊富な実務経験と

ともに、さらに基礎医学 。臨床医学 。薬理学等の履修や特定の医行為に関する十分な実習・

研修が求められる。また、全国的な適用性を確保するためには、実務経験 kjD教育・研修の

結果修得 した矢□i載
。半」断力・技術について、公正 。中立的な第三者機関による確認も必欝

である。

○ 以上から、特定着護師 (仮称)の要件としては、基本的には、11看護師として一定の実

務経験を有 し、12特定着護師 (仮称)の養成を目的とするものとして第二者機 F■lが言忍定し

た大学院修士課程を修了し、(3,第三者機関による知識・能力・技術の確認・評価を受ける

こと、が適当であるが、その詳細については、以下の点にも留意 しながら、医療現場や類

似の看護師の養成に取り組む大学院修士課程の関係者等の協力を得て専 P目的 。実証的な検

討を行つた上で決定する必要がある。

(ア)実 務経験の程度や実施 し得る特定の医行為の範囲に応 じて 2の修士課程修了の代わ

りにLじ較的短期間の研修等を要件とするなど、 :囀1カ 的な取lleぃ とするよう配慮する必要

があること (

(イ)一 定期FE38ごと (悸」えば 5年 ごと)に能力を確瀞 評価する仕組み (更新制)や、業務
の実施に必要とされる専P9性に応 じて一定の分野ごとに能力を確認・評価する仕組みを



設けるなど、専P5的な臨床実践能力を十分に確保できるよう配慮する必要があること。

(ウ)特 定看護師 (仮称)の養成課程については、質・量ともに充実した臨床実習 (医師等

の実務家教員や実習病院の確保等)が可能となるよう配慮する必要があること。

○ なお、現在、多<の奮護系大学院修士課程において、専門看護師の養成が行われている

が、特定者護師 (仮称)の新たな枠組みの構築を踏まえ、専 Fヨ者護師の業務や養成の在り

んについても、必要に応じ関係者による見直しが行われることが期待される。

3。 看護師以外

(1)薬剤師

○ 医療技術の進展とともに薬物療法が高度イじしており、チーム医療において、薬剤の専 138

家である薬斉」師が主体的に薬物療法に参加することが、医療安全の確保の観点から非常に

有益である。

○ また、近年は後発医薬品の種類が増加するなど、薬斉」の幅広い知識が必要とされている

が、病棟において薬剤師が十分に活用されておらず、医師や看護師が注射剤の調製 (ミキ

シング )、 冨」作用のチェックその他薬斉」の管理業務を担つている場面も少な<ない。

○ さらに、在宅医療を始めとする地上或医療においても、薬剤師が十簿に活用されておらず、

看護師等が居宅憲者の薬剤管理を担っている場面も少な<ない。

○ 一万で、日本医療薬学会が認定する「がん専 Pヨ薬斉」師」、日本病院薬斉」師会が認定する「専

P目薬剤師」「言忍定薬斉」BW」 等、高度な矢□識 。技能を有する薬斉」師が増力0している。

○ こうした状況を踏まえ、現行制度の下、薬斉」師が実施できるにもかかわらず、薬斉」師が

十翁に活用されていない業務を改めて明確イじし、薬剤師の活用を促すべきである。

【業務 15j】

。 医師・薬剤師等で事前に作成 。合意されたブロ トコールに基づき、医師・蕎護師と

協101して薬斉」の種類、投与量、投与万法、投与期PB5の変更や検査のオーダを実施

。 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期FD3等について積極的な処方の提案

。 薬物療法を受けている患者 (在宅憲者を含む。)に文」する薬学的管理 (患者の副作用

の状況の 1巴握、服薬指導等 )

・ 薬物の血中濃度や昌」作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効性の

確認を行うとともに、薬斉」の変更等を医8雨に提案

。 薬物療法の経過等を確認 した上で、前回処方と同一内容の処方を医師に提案

。 タト来イじ学療法を受けている憲者に文」するインフォーム ドコンセントヘの参画及び薬

学的管理

・ 入院患者の持参薬の確認・管理 (服薬計画の医師への提案等 )

。 定期的に日」作用の発現の確認等を行うため、処万内容を分割 して調斉」

・ 抗がん剤等の適切な無菌調製



○ また、医療スタッフそれぞれの専 |'り 性を活か して薬斉Jの選択 Kl」使用に関する業務を行う

場合も、医療安全の確保に万金を期す観点から、薬斉」81:の助言を必要とする場面/ON想定さ

れる。このような場面において、薬斉」の響門家として各医療スタッフからの相談に応 じる

ことができるような体市」を整えることも重要である。

○ 今後は、平成 24年度から新制度 (薬学教育 6年制)下で教育を受けた薬斉」師が輩出さ

れることを念頭に、医療IIn場 (医 8雨
。薬斉」師 。患者等)における薬斉」師の評価を確立する

必要がある。その上で、13来的には、医療現場におけるエーズも踏まえながら、例えば
,薬 斉」師の責任下における斉」形の選択や薬斉」の一包イじ等の実施

・ 繰 り返 しl_4用可能な処庵せん (いわゆるリフ ィル処んせん)の増入
・ 薬物療法への主体的な参加 (薬

llaの
血中濃度

"11定

のための採血、検査オーダ等の実施 )

・ 一定の条件の下、処方せんに記載された指示「Al容 を変更 した訂む斉」、投薬及び服薬指増
11の実施

等、さらなる業務 1砲囲・役害」の拡大について、検討することが望まれる
`

(2)動産師

○ 周産期ERI療の場面において、過重労働等による産科医不足が指摘される-7D~で、助産師
は、正常分娩であれば自ら責任を持つて助産を行うことができること/3Xら 、産科医との連
携 。協力 。役害」翁担を進めつつ、その専門性をさらに活用することが期待される。

○ 一般的に正常分娩の範囲ときえられる場合であっても、始娩0薔 に会陰に裂傷が生じるケ
ース/01あ るが、この会陰裂傷の縫含については、従来、助産師による実施の可否が明確に

されておらず、現場においても半」断が分かれてきた。会陰裂傷の縫含については、安全か
つ適切な助産を行う上で必要性の高い行為であることを考慮しつつ、安全性の確保のllll点

から、助産師が対応可能な裂傷の程度や助産師と産科医の連携の在り方等について臨床現

場での試行的な実施と検証を行い、その結果を踏まえて最終的な結論を得ることが適当で

ある(,

1_1)Jlハビリテーション関係職種

○ リハビリテーションF■l係職 I・

lTに ついては、憲者の高齢イじが進む中、憲者の運動機能を維

持 し、QOLの 向上等を推進する観点から、仮」えば、病棟における急性期の患者に対する

リハビリテーション (ベ ッドサイ ドリハ)や在宅医療における訪問リハビリテーションの

必要性が高まるなど、リハビリテーションの専門家として医療現場において果たし得る役

害」がより大き<な っている
`,

○ こうした状況を踏まえ、リハピリテーション関係職輝がそれぞれの専F9性を十分に活か

し、安全で質の高いリハビリテーションを提供できるよう、それぞれ業務範囲の拡大等を

行うべきである。また、業務範囲の拡大に当たっては、新たな業務を安全かつ円滑に実施

できるよう、追加的な教育 。研修等の必要性について検討を行うべきである。

【理学療法士】




